
　

　

神戸西労働基準監督署

　令和３年における死亡災害については6件発生しており、前年同期より1件の増加となっている。死亡災害の業種別発生状況については、建設
業が２件、社会福祉施設が２件、旅館業が１件、飲食店が１件となっている。令和３年における死傷災害については1009件発生しており、前年
同期の926件と比較して83件（9.0％）増加した。死傷災害の業種別発生状況については、社会福祉施設が229件（22.7％）と最も多く、次いで
製造業が130件（12.9％）、小売業が129件（12.8％）、陸上貨物運送業が91件（9.0％）の順で多く発生している。

　製造業における死傷災害の事故の型別発生状況については、「転倒」災害が24件
（18.5％）と最も多く、次いで「切れ・こすれ」災害が19件（14.6％）、「はさまれ、巻
き込まれ」が18件（13.8％）となっており、「転倒」災害と「切れ・こすれ」災害と「は
さまれ・巻き込まれ」災害で全体の46.9％を占めている。
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全産業における死傷災害の事故の型別
発生状況については、「転倒」災害が
181件（17.8％）と最も多く、次いで
「動作の反動」が149件（14.8％）、「墜
落・転落」が109件（10.8％）」の順で多
く発生している。
起因物別では、「仮設物等」が205件

（20.3％）と最も多く、次いで「起因
物なし」が123件（12.2％）、「用具」
が74件（7.3％）の順で多く発生してい
る。
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神戸西労働基準監督署

事 故 の 型

起 因 物

その他

その他の起因物

墜落、転落

乗用車、バス、
バイク

墜落、転落

開 口 部

崩壊、倒壊

地 山 、 岩 石

その他

その他の起因物

その他

その他の起因物

1 3月
社 会 福 祉
施 設

50～99
人

　社会福祉施設勤務の被災者が新型コロナウイルス
感染症により、宿泊施設にて療養中に死亡したも
の。

令和３年　死亡災害発生状況一覧表

番
号

発生月 業  種 規 模 発 生 状 況

2 6月 旅 館 業
10～49

人

　店舗新築工事現場において、汚水配管敷設のた
め、深さ1.695ｍの溝掘削を行っていたところ、片側
の法面が崩壊し、溝内に入っていた被災者が埋まっ
たもの。

4 8月 建築工事業 1～9人

3 8月 土木工事業 1～9人

　汚水処理場建屋の地下2階床面の開口部の蓋を閉め
る作業を被災者を含む2名で行っていたところ、被災
者がバランスを崩して約10ｍ下の地下3階床面に墜落
したもの。

　旅館において、被災者が宿泊客の乗用車を立体駐
車場にバックで止めようとした際、運転操作を誤
り、当該駐車場奥側の金属製のフェンスを突き破っ
て、高さ8.9ｍ下に墜落したもの。

　介護業務に従事していた被災者が新型コロナウイ
ルス感染症により入院中の病院で死亡したもの。

8月 飲 食 店
10～49

人
　新型コロナウイルス感染症にり患し、死亡したも
の。

6

5 5月
社 会 福 祉
施 設

1～9人

墜落・転落

35.6%

切れ

16.9%転倒

2%

はさまれ・巻き込まれ

13.6%

飛来

3.4%

動作反動

8.5%

激突

3.4%

その他

16.9%

事故の型別（建設業）
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建設業における災害発生状況

建設業

59人 建設業における死亡災害の事故の型別発生状況については、「墜落・転
落」災害が１件、「崩壊、倒壊」災害が１件発生している。
死傷災害における事故の型別発生状況については、「墜落・転落」災害が
21件（35.6％）と最も多く、安全帯に係る法改正を踏まえて、引き続き墜
落制止用器具（原則、フルハーネス型）の使用を徹底させる必要がある。
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墜落・転落災害根絶

実施期間：令和4年4月1日 ～ 令和5年3月31日

－ 多発する墜落・転落災害の根絶に向けた確実な取組 －

「墜落・転落」災害は、墜落防止対策が講じられないことで発生します。高所から墜落すると死亡したり、身体に障害が
残る等の重篤な災害になることがあります。

しかし、高所作業は危険を伴う作業であるにも拘わらず、未だに “墜落制止用器具（安全帯）を装着しない” 、“装着して
もフックを掛けない” 、なかには “ヘルメットを被らない” 状況もみられます。労働者を高所作業に従事させる事業主の皆様、
高所作業に従事する労働者の皆様、労働者を直接指揮監督する職長や作業主任者の皆様、それぞれの立場に応じた責任や職
務において確実な墜落防止対策を実行し、高所作業に従事する “働く人” の命を守ってください。

キャンペーン

フルハーネス型墜落制止用器具

開き止め金具を
確実にロックする

不安定な場所
では使用しない

滑り止めを
確認する

天板から2段
下の踏さん滑りにくい靴

天板には
乗らない！

兵庫労働局・県下労働基準監督署

これ以上、墜落・転落災害による被災者を出さないために！

https://jsite.mhlw.go.jp/hyogo-
roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/newpage_00002.html

兵庫労働局ホームページ

※令和4年(2022年)1月2日以降は、旧構造規格の

墜落制止用器具(安全帯)は使用禁止となりました。

D環

着脱式
連結ベルト

肩ベルト

胴ベルト

腿ベルト
骨盤ベルト

ランヤード

フック

胸ベルト

ショック
アブソーバー

ランヤード

命 必ずを守るため、 墜落制止用器具を使用しましょう！！

「墜落・転落」災害による死亡者数は

がもっとも多い！“建設業”

高所作業を行う場合は、

「墜落制止用器具」(安全帯)のフック(コネクタ)を

必ず、丈夫な設備に掛けましょう！

「職長」、「作業主任者」等は、

労働者を指揮監督する重要な役割をもつ

「安全のキーマン」です。墜落制止用器具

の使用状況をしっかり確認しましょう！

POINT①

POINT②

脚立作業時の注意事項

4
7

6 2 6 6
4

7
5

8

16
14

6

9

13

9

12

7

0人

5人

10人

15人

20人

H25H26H27H28H29H30H31

/R1

R2 R3 R4

墜落・転落災害－死亡者数推移

うち建設業 墜落災害(死亡)

4
7

6 2 6 6
4

7
5

8

16
14

6

9

13

9

12

7

0人

5人

10人

15人

20人

H25H26H27H28H29H30H31

/R1

R2 R3 R4

墜落・転落災害－死亡者数推移

うち建設業 墜落災害(死亡)

4
7

6 2 6 6
4

7
5

8

16
14

6

9

13

9

12

7

0人

5人

10人

15人

20人

H25H26H27H28H29H30H31

/R1

R2 R3 R4

墜落・転落災害－死亡者数推移

うち建設業 墜落災害(死亡)

33



令和3年度 安全優良職長厚生労働大臣顕彰受賞の 職長に聞く‼

長年無災害であると聞いていますが、その理由は何だとお考えですか。

無災害は現場で働く各個人の持つ安全意識の高

さが一番大きいところだと思います。

その高い安全意識を保つ土壌づくりとして、安

全衛生に関する資格の取得や、講習会への参加を

自職場が積極的に奨励してくれているので、そう

いった学びの場が多いということも安全意識の向

上や無災害が継続できている理由にも

繋がっていると考えています。

たかが15年程度のキャリアですが、今から思い

出すと「よく15年も無事故無災害でやってこれた

なぁ」というのが実感です。

ただ、そんな中でも、私の周りには先輩、同僚、

協力業者のみんながいて、そのみんなが無事故無

災害という同じ方向を向いて、日々進んで

いたからだと思います。

（Ｒ４.３）

①

兵庫労働局 労働基準部 安全課

兵庫県神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号 神戸クリスタルタワー16階

〒650-0044

TEL：078-367-9152 ／ FAX：078-367-9166

または最寄りの労働基準監督署まで
お問い合わせ先

現場作業の安全確保と部下に安全のルールを守らせることで、特に

意識や工夫をされていることはありますか。

現場作業の安全を確保する為には「必ず自分で

確認」することが何より大切だと思います。

人まかせにせず自分自身がその場所で作業する

として、安全に作業できる状況・方法を自分でイ

メージし、正しく仲間や部下に適切な方法で指導

し伝えられるように日々心掛けています。

一日のスタートは朝礼とＫＹ活動から始まるので、

まずはＫＹ活動に力を入れています。私たちの会社

が実践しているＫＹは個人に特化した大鉄ＫＹとい

うＫＹ活動で、職長が作業員とのマンツーマンの会

話の中でうまく作業員を誘導し、本当に危険なこと

に気づかせ、それに対する対策を一緒に

考えるようにしています。

②

影響を受けた職長の先輩はおられましたか。また、どのような影響を

受けたか差し支えなければ教えてください。

先輩から言われた言葉で、「安全は目には見え

ない」という言葉が個人的には心にずっと残って

います。その言葉にも色々な意味があったと思い

ますが、自分なりに解釈し、「安全」の反対語は

「危険」なので、現場で見えない「安全」な状態

を作ろうと考えるより、逆に見える「危険」な状

態を全て排除した状態こそ本当の意味での「安

全」な状態だと、私自身の安全に対する意識を改

革させるうえでも非常に影響を受けた

言葉のひとつだったと思います。

特にこの人という特定はできないのですが、元

請会社で定期的に開催されるＫＹ大会を会場やビ

デオで見るたびに、いろんな会社の職長がＫＹの

リーダーをされているわけですが、ＫＹ中の作業

員との会話の中で「本当に危険なこと」を作業員

に気づかせる会話のテクニックが素晴らしい人が

いるので、言葉は悪いですが、そのテクニックを

盗んでいます。また、いつか自分も自分のテク

ニックを盗まれるような職長になりたい

です。

③

労働局

優良職長Ａ 優良職長Ｂ

労働局

優良職長Ａ 優良職長Ｂ

労働局

優良職長Ａ 優良職長Ｂ
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兵庫労働局・管内労働基準監督署

兵庫県内における労働災害のうち「転倒災害」は最も多く、中でも高年齢労働者の被災者

が増加している状況にあり、すべての業種に共通する課題となっています。転倒災害の防止

にあたっては、設備的な改善とともに、労働者自身が安全意識を高め、労働災害防止活動に

積極的に参加することが必要です。このため、「転倒災害」は「労働災害」であることを理

解し、労使一体となって、職場環境改善の取組を進めましょう。

倒災害は

労働災害です

高年齢になるにつれて転倒災害で被災してお

り、とりわけ高年齢の女性の被災が多くなっ

ています。

※ R3の数字は推計値
＝Ｒ３年12月末速報値×令和２年確定値／令和２年12月末速報値

転倒災害発生状況の推移

年齢別 転倒災害による被災者数

データ:労働者死傷病報告(H30～R3の休業4日以上の死傷
者数の合計値)
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転倒災害は増加傾向にあります。また、転倒

災害による休業期間は１か月以上となるケー

スが多く、中には３か月以上となった事例も

あります。

[事例]

濡れた床面に滑って転倒し、手首を骨折

した。

・57歳

・男性

・休業期間:1か月

[事例]

倉庫の段ボールにつまずき転倒し、大腿骨

を骨折した。

・68歳

・女性

・休業期間:３か月

1,148
1,186 1,194

1,344

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

H30 R1 R2 R3

休業４日以上の死傷者数
(人)

Ｒ３年の転倒災害
による休業期間

１か月
以上 62.8 ％

うち,３か月以上
13.3％
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転倒災害の3パターン

●つまずき ●踏み外し●滑り

厨房内

職場内で転倒災害が起こる事例!

急いでいる時

脱衣所段差

!

工場や建設現場

●油や水たまり、グレーチング

で滑る

●氷や食材くずで滑る

●車両の輪止めブロック

●陳列棚の最下段

●通路の継ぎ目の段差

●マットに足を引っかける

●濡れているはずがないと

油断

●配線に引っかかる

●散らばったネジを踏む

●資材につまずく

●段ボール等の積荷につまずく

●台車やロールボックスパレッ

トの車輪に引っかかる

●接客対応時

●ナースコールで駆け付けた時

倉庫やバックヤード

あなたの職場でこんなことありませんか。
いずれも兵庫県内で実際にあった転倒災害の事例です。

*

*令和４年には踏み外しにより
死亡災害も発生しています。
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転倒災害を防ぐためには

転びにくい靴えらび職場内の整理整頓

エイジフレンドリーガイドライン

・ある程度つま先が高いものを選びましょう

・重量バランスが良いものを選びましょう

・耐滑性のある靴底のものを選びましょう

オール

マイティ

粉職場

対応

水・油に

強い

先端が重い

厚生労働省では、令和２年３月に「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライ

ン（エイジフレンドリーガイドライン） 」を策定しました。事業者は、高年齢労働者の就

労状況や業務の内容等の実情に応じ、実現可能な労働災害防止対策に積極的に取り組むよ

うに努めてください。労働者においても、自己の健康を守るための努力の重要性を理解し、

自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努めてください。

● 荷物は通路にはみ出さずに置く

● 道具の使用後は定位置に戻す

● ゴミは決められた容器に捨てる

● 定期的に清掃し、清潔にする

https://www.mhlw.go.jp/content/000691521.pdf

エイジフレンドリーガイドライン

階段に手すり

の設置

日頃から適度な

体操やストレッチ

●詳細はこちら

健康や体力の

状況の把握

通路を含め作業場所の

照度を確保
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転倒災害を防ぐためには

転びにくい靴えらび職場内の整理整頓

エイジフレンドリーガイドライン

・ある程度つま先が高いものを選びましょう

・重量バランスが良いものを選びましょう

・耐滑性のある靴底のものを選びましょう

オール

マイティ

粉職場

対応

水・油に

強い

先端が重い

厚生労働省では、令和２年３月に「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライ

ン（エイジフレンドリーガイドライン） 」を策定しました。事業者は、高年齢労働者の就

労状況や業務の内容等の実情に応じ、実現可能な労働災害防止対策に積極的に取り組むよ

うに努めてください。労働者においても、自己の健康を守るための努力の重要性を理解し、

自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努めてください。

● 荷物は通路にはみ出さずに置く

● 道具の使用後は定位置に戻す

● ゴミは決められた容器に捨てる

● 定期的に清掃し、清潔にする

https://www.mhlw.go.jp/content/000691521.pdf

エイジフレンドリーガイドライン

階段に手すり

の設置

日頃から適度な

体操やストレッチ

●詳細はこちら

健康や体力の

状況の把握

通路を含め作業場所の

照度を確保
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⾃動⾞等の運転を⾏わせる事業者、荷主・元請事業者の皆さまへ

交通労働災害は、全産業に占める死亡災害のうち、２割以上
を占め、労働災害防止上の重要な課題となっています。
平成24年４月に発生したツアーバスによる重大事故を受け、

厚生労働省では、「交通労働災害防止のためのガイドライン」
を改正しました。

このガイドラインは、労働安全衛生関係法令や「⾃動⾞運転
者の労働時間等の改善のための基準」とともに、交通労働災害
の防止を図るための指針となるものです。

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

交通労働災害を防止しましょう
「交通労働災害防止のためのガイドライン」のポイント
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交通労働災害防止のための ガイドラインの概要

１ 目的
このガイドラインは、改善基準告示（「⾃動⾞運転者の労働時間等の改善の
ための基準 」 (平成元年労働省告示第7号）とともに、
◆交通労働災害防止のための管理体制の確⽴
◆適正な労働時間等の管理、⾛⾏管理
◆教育の実施
◆健康管理
◆交通労働災害防止に対する意識の⾼揚
◆荷主、元請による配慮
などの積極的な推進により、交通労働災害の防止を目的とするものです。

２ 対象となる交通労働災害
対象となる交通労働災害は、道路上と事業場構内での⾃動⾞と原動機付き
⾃転⾞ (以下「⾃動⾞等」という)の交通事故による労働災害です。

３ 事業者・運転者の責務
事業者の責務：労働者に⾃動⾞等の運転を⾏わせる事業者は、このガイドラインを

指針として、事業場での交通労働災害を防止しましょう。
運転者の責務：⾃動⾞等の運転を⾏う労働者は、交通労働災害を防止するため、

事業者の指示など、必要な事項を守り、事業者に協⼒して交通労働
災害の防止に努めましょう。

１ 交通労働災害防止のための管理体制の確⽴
事業者は、安全管理者、運⾏管理者、安全運転管理者などの交通労働災害防
止に関係する管理者を選任し、役割、責任、権限を定め、管理者に対し必要
な教育を⾏いましょう。

2 方針の表明、目標の設定、計画の作成・実施・評価・改善
事業者は、安全衛生方針を表明し、目標を設定しましょう。目標を達成する
ため、労働時間の管理、教育を含む安全衛生計画を作成し、計画を実施し、
評価・改善しましょう。

3 安全委員会における調査審議
安全委員会などで交通労働災害の防止について調査・審議をしましょう。

１ 目的

２ 交通労働災害防止のための管理体制等

2
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1 適正な労働時間の管理、⾛⾏管理
◆疲労による交通労働災害を防止するため、改善基準告示を守り、適正な⾛
⾏計画によって、運転者の⼗分な睡眠時間に配慮した労働時間の管理をし
ましょう。

◆⼗分な睡眠時間を確保するために必要な場合は、より短い拘束時間の設定、
宿泊施設の確保などを⾏いましょう。

◆⾼速乗合バス、貸切バス事業者については、運転者の過労運転を防止する
ため、国⼟交通省が定めた交替運転者の配置基準を守りましょう。

2 適正な⾛⾏計画の作成
次の事項を記載した⾛⾏計画を作成し、運転者に適切な指示をしましょう。
◆⾛⾏の開始・終了の地点、日時
◆運転者の拘束時間、運転時間と休憩時間
◆⾛⾏時に注意を要する箇所の位置
◆荷役作業の内容と所要時間(荷役作業がある場合のみ)
◆⾛⾏経路、経過地の出発・到着の日時の目安

運⾏記録計(タコグラフ)を活用して乗務状況を把握しましょう。計画どおり
⾛⾏できなかった場合は、原因を把握し、次回の⾛⾏計画の⾒直しを⾏い、
運転者の疲労回復に配慮しましょう。

3 点呼の実施とその結果への対応
◆疾病、疲労、飲酒などで安全な運転ができないおそれがないか、乗務を開
始させる前に点呼によって、報告を求め、結果を記録しましょう。

◆睡眠不⾜や体調不良などで正常な運転ができないと認められる場合は、運
転業務に就かせないなど、必要な対策を取りましょう。

4 荷役作業を⾏わせる場合の対応
◆事前に荷役作業の有無、運搬物の重量などを確認し、運転者の疲労に配慮
した⼗分な休憩時間を確保しましょう。

◆荷役作業による運転者の⾝体負荷を減少させるため、適切な荷役用具・設
備を備え付けましょう。

◆荷を積載するときは、最大積載量を超えない、偏荷重が生じないようにし
ましょう。

３ 適正な労働時間等の管理、⾛⾏管理

3
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1 教育の実施
◆雇入れ時の教育
交通法規、改善基準告示などの遵守、睡眠時間の確保、飲酒による運転へ
の影響、睡眠時無呼吸症候群の適切な治療、体調の維持の必要性について
教育を⾏いましょう。必要に応じて、ベテランが添乗し、実地の指導をし
ましょう。
◆日常の教育
改善基準告示の遵守、⼗分な睡眠時間の確保、交通事故発生情報、デジタ
ル・タコグラフ、ドライブ・レコーダーの記録などから判明した安全⾛⾏
に必要な情報に関する事項、交通安全情報マップ、関係法令改正などにつ
いて教育を⾏いましょう。
◆交通危険予知訓練
イラストシート、写真などを使って、危険性を予知し、防止対策を⽴てる
ことによって、安全を確保する能⼒を⾝につけさせる交通危険予知訓練を
実施しましょう。

2 運転者認定制度など
◆運転者認定制度
教育指導の受講者、試験の合格者に対して、運転業務を認める認定制度を
導入しましょう。
◆マイクロバス・ワゴン⾞などで労働者を送迎する場合は、⼗分技能があ
る運転者を選任しましょう。

1 交通労働災害防止に対する意識の⾼揚
ポスターの掲示、表彰制度、交通労働災害防止大会の開催などにより、運転
者の交通労働災害防止に対する意識の⾼揚を図りましょう。

2 交通安全情報マップの作成
交通事故発生情報、デジタル・タコグラフやドライブ・レコーダーの記録、
交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・ハット事例）に基づき、危険な箇所、
注意事項を示した交通安全情報マップを作成し、配布・掲示などを⾏いま
しょう。

荷主と運送業の元請事業者は、交通労働災害防止を考慮した適切で安全な運⾏
のため、事業者と協働して取り組みましょう。
◆荷主・元請事業者の事情による、直前の貨物の増量による過積載運⾏を防止
しましょう。

◆到着時間の遅延が⾒込まれる場合、改善基準告示を守った安全運⾏が確保さ
れるよう、到着時間の再設定、ルート変更を⾏いましょう。

◆荷主・元請事業者は、改善基準告示に違反し、安全な⾛⾏ができない可能性
が⾼い発注をしないようにしましょう。

◆荷主・元請事業者は、荷積み・荷卸し作業の遅延で予定時間に出発できない
場合、到着時間の再設定をし、荷主の敷地内で待機できるようにしましょう。

４ 教育の実施

５ 交通労働災害防止に対する意識の⾼揚

６ 荷主・元請事業者による配慮

4
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1 健康診断
運転者について健康診断を確実に実施し、保健指導をしましょう。
所⾒が認められた運転者には、「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置
に関する指針」に基づき、適切な対応をしましょう。

2 面接指導等
⻑時間にわたる時間外・休日労働を⾏った運転者については、面接指導ととも
に、労働時間の短縮などの適切な対応をしましょう。

3 心身両面にわたる健康の保持増進
事業場での健康の保持、増進に努めましょう。

4 運転時の疲労回復
運転者に対して、ストレッチなどで運転時の疲労回復に努めるよう指導しま
しょう。

1 異常気象などの対応
異常気象や天災の場合は、安全を確保するため、⾛⾏の中止や一時待機など、
運転者に必要な指示をしましょう。

2 ⾃動⾞の点検
事業者は⾛⾏前に必要な点検をして、異常があった場合は、直ちに補修などの
措置を取りましょう。

3 ⾃動⾞に装備する安全装置等
⾃動⾞に必要な安全装置を整備しましょう。

ご不明な点は、最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署へお問い合わせください。

７ 健康管理

８ その他

5
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交通労働災害防止のためのガイドライン 
 
第１ 目的 

１ 目的 
本ガイドラインは、労働安全衛生関係法令、自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基

準告示」という。）等とあいまって、事業場における交通労働災害防止

のための管理体制の確立等、適正な労働時間等の管理及び走行管理、

教育の実施等、健康管理、交通労働災害防止に対する意識の高揚、荷

主及び元請による配慮等の実施の積極的な推進により、交通労働災害

の防止を図ることを目的とする。 
２ 本ガイドラインの対象とする交通労働災害 

 本ガイドラインの対象とする交通労働災害は、道路上及び事業場構

内における自動車及び原動機付き自転車（以下「自動車等」という。）

の交通事故による労働災害とする。 
３ 事業者及び運転者の責務 

労働者に自動車等の運転を行わせる事業者（以下「事業者」という。）

は、本ガイドラインを指針として、事業場における交通労働災害防止

対策の積極的な推進を図ることにより、交通労働災害の防止に努める

ものとする。 
自動車等の運転を行う労働者（以下「運転者」という。）は、交通労

働災害を防止するため、事業者の指示等の必要な事項を守るほか、事

業者が実施する交通労働災害の防止に関する措置に協力することによ

り、交通労働災害の防止に努めるものとする。 
 
第２ 交通労働災害防止のための管理体制等 

１ 交通労働災害防止のための管理体制の確立 
事業者は、交通労働災害防止に係る安全衛生計画の実施等、交通労

働災害防止のための措置を適切に実施する体制を構築するため、次の

事項を実施すること。 
(1) 安全管理者、運行管理者、安全運転管理者等の交通労働災害防止に

関係する管理者を選任するとともに、その役割、責任及び権限を定

め、それらを労働者に周知すること。 
(2) 選任された管理者に対し、必要な教育を実施すること。 

２ 交通労働災害防止に係る方針の表明、目標の設定及び計画の作成、実

施、評価及び改善 
   事業者は、交通労働災害防止対策を組織的に実施するため、次の事項

を実施すること。 
(1) 事業場全体の安全意識を高めるため、事業場の事業を統括管理す

る者は、交通労働災害防止の観点を含めた安全衛生方針の表明を行

うとともに、労働者に周知すること。 
(2) 事業者は、安全衛生方針に基づき、交通労働災害防止に関する事

項を含む安全衛生目標を設定し、当該目標において一定期間に達成

すべき到達点を明らかにするとともに、労働者に周知すること。 
(3) 事業者は、安全衛生目標を達成するため、一定の期間を限り、次

に掲げる交通労働災害防止に関する事項を含む安全衛生計画を作成

するとともに、その計画を適切に実施、評価、改善すること。 
ア 適正な労働時間等の管理及び走行管理等に関する事項 
イ 教育の実施等に関する事項 
ウ 交通労働災害防止に対する意識の高揚等に関する事項 
エ 健康管理に関する事項 

３ 安全委員会等における調査審議 
 安全委員会等（安全委員会、衛生委員会、安全衛生委員会等をいう。

以下同じ。）において、交通労働災害の防止に関する事項について調査

審議すること。 
  また、安全委員会等の中に交通労働災害防止部会を設置する等により、

交通労働災害の防止について、重点的に取り組むことが望ましい。 
 
第３ 適正な労働時間等の管理及び走行管理等 

１ 適正な労働時間等の管理及び走行管理の実施 
事業者は、疲労等による交通労働災害を防止するため、改善基準

告示等を遵守し、無理のない適正な運転時間等を設定した適正な走

行計画を作成すること等により、自動車（四輪以上に限る。）の運転

業務に主として従事している労働者（以下、「運転業務従事者」とい

う。）の十分な睡眠時間等の確保に配慮した適正な労働時間等の管理

及び走行管理を行うこと。 
また、事業者は、走行開始又は終了の地点と運転業務従事者の自

宅の間の移動に要する時間等の状況を考慮し、十分な睡眠時間を確

保するために必要のある場合は、より短い拘束時間（労働時間と休

憩時間（仮眠時間を含む。）の合計をいう。以下同じ。）の設定、宿

泊施設の確保等の必要な措置を講じること。 
さらに、高速乗合バス及び貸切バス事業者においては、運転者の

過労運転を防止するため、国土交通省が定めた交替運転者の配置基

準（旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31 年運輸省令第 44 号）の

解釈等を示した国土交通省の通達（平成 14 年 1 月 30 日付け国自総

第 466 号・国自旅第 161 号・国自整第 149 号「旅客自動車運送事業

運輸規則の解釈及び運用について」の第 21 条（６）①ロに定められ

た「高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準について」

の２に定められた「高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置

基準」をいう。）を遵守すること。 
２ 適正な走行計画の作成等 

(1) 走行計画の作成及び指示 
事業者は、運転業務従事者が乗務を開始する前に、上記１に従

い、次に掲げる事項を記載した適正な走行計画を作成するととも

に、当該運転業務従事者に対し、適切な指示を行うこと。 
なお、事業者は、走行中に作成された走行計画に記載されてい

る事項に変更を行う必要が生じた場合、改善基準告示等を遵守し

つつ、必要な変更を行うこと。 
ア 走行の開始及び終了の地点及び日時 
イ 拘束時間、運転時間及び休憩時間 
ウ 走行に際して注意を要する箇所の位置 
エ 荷役作業の内容及び所要時間（荷役作業がある場合に限る。）

オ 走行の経路並びに主な経過地における出発及び到着の日時の

目安（戸別配送先に対する貨物運送等、配送先が多数であり、か

つ毎回異なる貨物運送（以下「戸別配送」という。）、ハイヤー・

タクシー等、走行経路を特定することが困難な業態にあっては、

記載しないこととして差し支えない。） 
また、早朝時間帯に交通事故による死亡災害が多発しているこ

とを踏まえ、走行計画の作成にあたり、早朝時間帯の走行を可能

な限り避けるようにするとともに、走行する場合は、十分な休憩

時間、仮眠時間を確保する等の交通労働災害防止のために必要な

措置を実施するよう努めること。 
 (2) 走行経路の決定等 

事業者は、道路地図、過去の走行記録、各種道路情報提供機関か

らの道路情報等を収集し、適切な走行経路を決定すること。 
事業者は、運転に際して注意を要する箇所の位置、制限速度等交

通規制、休憩・仮眠・食事・給油等の場所等を地図等に盛り込んだ

「交通安全情報マップ」を作成し、これら情報を適切に伝達するよ

う努めること。 
 (3) 乗務状況の把握 

事業者は、適切な走行管理を行うため、常に運転業務従事者の乗

務の状況を把握すること。乗務状況の把握にあたっては、乗務の状

況の正確な把握、運転業務従事者の負担軽減のため、運行記録計（タ

コグラフ）を使用することが望ましいこと。 
なお、デジタル式運行記録計（デジタル・タコグラフ）を備えた

自動車を使用する場合は、その記録を安全運転指導等に活用するこ

とが望ましいこと。 
 (4) 走行計画どおりに走行できなかった場合の措置 

事業者は、走行終了後に走行計画どおり走行できなかったことを

把握した場合、運転業務従事者からの聴取、タコグラフの記録の解

析等により、その原因を把握し、次回以降の走行計画の見直し等を

行うとともに、必要に応じ、運転業務従事者の疲労回復に配慮する

こと。 
３ 点呼等の実施及びその結果に基づく措置 

(1) 点呼等の実施 
事業者は、安全な運転を実施させるため、運転業務従事者に乗務

を開始させる前に、点呼等により、疾病、疲労、飲酒その他の理由

により安全な運転をすることができないことのおそれの有無につい

て報告を求め、その結果を記録すること。 
   また、事業者は、乗務開始前２４時間における拘束時間の合計が１

３時間を超える場合、睡眠時間の状況を確認すること。 
なお、点呼は対面によるものとするが、運行上やむを得ない場合

は電話その他の方法で実施して差し支えないこと。 
(2) 点呼等に基づく措置 

事業者は、走行前の点呼等において、睡眠不足が著しい、体調が

不調である等正常な運転が困難な状態と認められる者に対しては、

運転業務に就かせないことを含め、必要な措置を講じること。 
また、１週間連続して１日あたりの拘束時間が１３時間を超える

等による睡眠不足の累積等安全な運転に支障があるおそれがあると

認められる者に対しては、走行途中に十分な休憩時間を設定する等

の措置を講じること。 
４ 荷役作業を行わせる場合の措置等 

(1) 荷役作業を行わせる場合の措置 
事業者は、事前に荷役作業の有無を確認し、荷役作業を運転者に

実施させる場合にあっては、運搬物の重量等を確認するとともに、

運転者の疲労に配慮した十分な休憩時間を確保すること。 
事業者は、事前に予定していない荷役作業を運転者に行わせる場

合は、必要な休憩時間の確保のため、走行計画の変更を行うこと。

荷役作業による運転者の身体負荷を減少させるため、台車、テー

ルゲートリフター等適切な荷役用具・設備の車両への備え付け又は

フォークリフト等の荷役機械の使用に努めるとともに、安全な荷役

作業方法についての教育を行うこと。 
(2) 荷の適正な積載 

事業者は、貨物自動車に荷を積載して走行させる場合は、特に次

の事項を徹底すること。 
ア 大積載量を超えないこと。 
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イ 偏荷重が生じないように積載すること。 
ウ 荷崩れ又は荷の落下を防止するため、荷にロープ又はシートを

かける等の措置を講ずること。 
   なお、上記の事項については、労働安全衛生規則（以下「安衛則」

という。）第１５１条の１０及び第１５１条の６６に規定されている

ので留意すること。 
 

第４ 教育の実施等 
１ 教育等の実施 
 (1) 雇入れ時等の教育 

   事業者は、新規雇入れ運転者に対して労働安全衛生法（以下「安衛

法」という。）第５９条第１項及び第２項の規定により行う雇入時教

育及び作業内容変更時教育において、次に掲げる事項を含む教育を行

うとともに、必要に応じて、安全運転の知識及び経験が豊富な運転者

等が添乗することにより、実地に指導を行うこと。 
ア 交通法規、運転時の注意事項、走行前点検の励行等の運転者が

遵守すべき事項 
イ 改善基準告示等の遵守、運転日前日の十分な睡眠時間確保、飲

酒による運転への影響、睡眠時無呼吸症候群等の適切な治療、体

調の維持等の必要性に関する事項 
(2) 日常の教育 

   事業者は、運転者に対して、運転者の安全な運転を確保するため、

次に掲げる事項についての教育の実施又は関係団体が実施する講習

会への参加等により、運転者に交通労働災害防止に関する知識を付与

すること。 
ア 改善基準告示等の遵守、運転日前日の十分な睡眠時間確保、飲

酒による運転への影響、睡眠時無呼吸症候群等の適切な治療、体

調の維持等の必要性に関する事項 
イ 警察等からの交通事故発生情報、交通事故の危険を感じた事例

（ヒヤリ・ハット事例）、デジタル式運行記録計の記録、ドライブ

レコーダーの記録等から判明した安全走行に必要な情報に関する

事項 
ウ イの情報に基づき、危険な箇所、注意事項等を示した交通安全

情報マップに関する事項 
エ 交通労働災害に関する法令等の改正等に関する行政機関からの

情報 
(3) 交通危険予知訓練 

   事業者は、運転者に対して、実際の運転場面を想定したイラストシ

ート、写真等を用いて、運転者に、交通労働災害の潜在的危険性を予

知させ、その防止対策を立てさせることにより、安全を確保する能力

を身につけさせる交通危険予知訓練を継続的に行うことが望ましい

こと。 
２ 運転者認定制度等 

(1) 運転者認定制度 
事業者は、使用する自動車等の運転に必要な資格を有する者のう

ち、運転適性に応じた一定の教育指導を受けたもの、認定試験に合

格したもの等に対して運転業務を認める運転者認定制度を導入する

ことが望ましいこと。 
   なお、教育指導、認定試験の内容等については、各事業場の実状に

応じて定めること。 
(2) 労働者の送迎の際の運転者の指名 

 マイクロバス、ワゴン車等の自動車によって、労働者を送迎する

場合、事業者は、使用する自動車の運転に必要な資格を有する者の

うちから特に十分に技能を有する適格者を指名すること。 
また、自動車の運転以外の勤務の終了後に労働者を自動車の運転

の業務に従事させる場合には、疲労による交通労働災害を防止する

ため、自動車の運転以外の勤務の軽減等について配慮すること。 
 

第５ 交通労働災害防止に対する意識の高揚等  
１ 交通労働災害防止に対する意識の高揚 

事業者は、ポスター又は標語の募集及び掲示、交通労働災害の現場

写真の掲示、表彰制度の設立、優良運転者の公表、交通労働災害防止

大会の開催等により、運転者の交通労働災害防止に対する意識の高揚

を図ること。 
２ 交通安全情報マップの作成 

事業者は、警察等からの交通事故発生情報、デジタル式運行記録計・

ドライブレコーダーの記録、交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・

ハット事例）等に基づき、危険な箇所、注意事項等を示した交通安全

情報マップを作成し、配布、掲示等を行うことにより、運転者の交通

労働災害防止に対する注意の喚起を図ること。 
 

第６ 荷主・元請事業者による配慮等 
荷主及び運送業の元請の事業者は、次に掲げる事項等、交通労働災害防

止を考慮した適切かつ安全な運行の確保のため必要な事項について、実際

に荷を運搬する事業者と協働して取り組むよう努めること。 
１ 荷主・元請事業者の事情により走行開始の直前に運送する貨物の増量 
 
 

を行う必要が生じた場合、荷主・元請事業者は、適正な走行計画が確保

され、過積載運行にならないよう実際に荷を運搬する事業者に協力する

こと。 
２ 到着時間の遅延が見込まれる場合、荷主・元請事業者は改善基準告示

等を遵守した安全運行が確保されるよう到着時間の再設定、ルート変更

等を行うこと。また、到着時間が遅延した結果として、荷主・元請事業

者が実際に荷を運搬する事業者に対して、不当に不利益な取扱いを行う

ことがないようにすること。 
３ 荷主・元請事業者は、実際に荷を運搬する事業者に対して、改善基準

告示等に違反し安全な走行が確保できない可能性が高い発注を行わな

いこと。また、無理な運行となるおそれがある場合、到着時間の見直し

等を行うなど協力して安全運行を確保すること。なお、高速道路の利用

が交通労働災害防止に効果があることを踏まえ、高速道路の利用につい

て配慮すること。 
４ 荷主・元請事業者は、荷積み・荷卸し作業の遅延により予定時間に出

発できない場合、到着時間の再設定を行う等、適正な走行計画を確保す

るための措置を講ずるとともに、荷役作業が開始されるまでの間、貨物

車両が荷主の敷地内で待機できるようにすること。 
 
第７ 健康管理 

１ 健康診断 
(1) 健康診断の実施 

運転者に対し、健康診断を確実に実施するとともに、その結果に基

づき、健康状況を総合的に把握したうえで、保健指導等を行うこと。

   なお、安衛法第６６条の規定により、雇入れ時及び１年以内ごとに

１回、定期に健康診断を行うことが義務付けられており、特に、深夜

業を含む業務等に従事する運転者に対しては、６箇月以内ごとに１回、

定期に健康診断を行うことが義務付けられているので留意すること。

(2) 健康診断の結果に基づく措置 
   健康診断等で所見が認められた運転者に対しては、健康診断結果に

基づき事業者が講ずべき措置に関する指針に基づき、適切な就業上の

措置を講じること。 
２ 面接指導等 
  長時間にわたる時間外・休日労働を行った運転者に対しては、安衛法

第６６条の８又は第６６条の９の規定に基づき面接指導等を行うとと

もに、必要があると認められるときは、労働時間の短縮等の適切な措置

を講ずること。 
３ 心身両面にわたる健康の保持増進 

 運転者の心身両面にわたる健康の保持増進を図るため、事業場にお

ける健康の保持増進措置を継続的かつ計画的に講じるように努めるこ

と。 
４ 運転時の疲労回復 

 運転者の疲労による交通労働災害を防止するため、運転者に対して、

走行経路の途中において、適宜、肩、腕及び腰部のストレッチング、

体操等により、運転時の疲労回復に努めるよう指導を行うこと。 
 
第８ その他 

１ 異常気象等の際の措置 
異常な気象、天災等により安全な運転の確保に支障が生じるおそれ

のある場合は、安全な運転の確保を図るため、運転者に対する必要な

指示を行うこと。 
また、異常な気象、天災等が発生した場合は、その状況を的確に把

握し、運転者に対して迅速に伝達するよう努めるとともに、必要に応

じて、走行を中止し、又は安全な場所での一時待機、徐行運転を行わ

せる等の適切な指示を行うこと。この場合、運転者には、適宜事業場

と連絡をとらせ、その指示に従わせること。 
２ 自動車の点検 

事業者は、自動車等の安全を確保するため、走行前に行う自動車等

の点検等必要な点検を実施し、当該点検により異常を認めた場合は、

直ちに補修その他必要な措置を講ずること。 
なお、貨物自動車を使用する場合の走行前点検及び事後措置につい

ては、安衛則第１５１条の７５及び第１５１条の７６に規定されてい

るので留意すること。 
３ 自動車に装備する安全装置等 

事業者は、交通労働災害を未然に防止し、又は災害発生時の被害を

小限に抑えるため、自動車に必要な安全装置等を整備することが望

ましい。 
また、応急修理等に必要な備品等を備えておくこと。 
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高速乗合バスの交替運転者の配置基準 貸切バスの交替運転者の配置基準

（
１
）夜
間
ワ
ン
マ
ン
運
行
に
係
る
規
定

①一運行の実車距離
夜間ワンマン運行の一運行の実車距離は、４００ｋｍ（次のイ又はロ
（貸切委託運行にあってはイ）に該当する場合にあっては、５００ｋ
ｍ）を超えないものとする。ただし、貸切委託運行を除き、⑥の夜間
ワンマン運行の特認を受けた路線を乗務する場合は、この限りでな
い。

イ 当該運行の運行直前に１１時間以上の休息期間を確保して
いる場合

ロ 当該運行の実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間に運転
者が身体を完全に伸ばして仮眠することのできる施設（車両
床下の仮眠施設等を含む。ただし、リクライニングシート等の
座席を除く。）において仮眠するための連続１時間以上の休
憩を確保している場合

夜間ワンマン運行の一運行の実車距離は、４００ｋｍ（次のイ及びロに該当する場
合にあっては、５００ｋｍ）を超えないものとする。

イ 当該運行の運行直前に１１時間以上の休息期間を確保している場合

ロ 当該運行の一運行の乗務時間（当該運行の回送運行を含む乗務開始から
乗務終了までの時間をいう。）が１０時間以内であること又は当該運行の実
車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間に運転者が身体を伸ばして仮眠するこ
とのできる施設（車両床下の仮眠施設等、リクライニングシート等の座席を含
む。）において仮眠するための連続１時間以上の休憩を確保している場合

②一運行の運転時間
夜間ワンマン運行の一運行の運転時間は、９時間を超えないもの
とする。ただし、貸切委託運行を除き、１週間当たり３回まで、これを
超えることができるものとする。

夜間ワンマン運行の一運行の運転時間は、運行指示書上、９時間を超えないもの
とする。

③夜間ワンマン運行の
連続乗務回数

夜間ワンマン運行の連続乗務回数は、４回（一運行の実車距離が４
００ｋｍを超える場合にあっては、２回）以内とする。

夜間ワンマン運行の連続乗務回数は、４回（一運行の実車距離が４００ｋｍを超え
る場合にあっては、２回）以内とする。

④ 実 車 運 行 区 間 に
おける連続運転時間

夜間ワンマン運行の高速道路の実車運行区間においては、連続運
転時間は、運行計画上、概ね２時間までとする。

夜間ワンマン運行の実車運行区間においては、連続運転時間は、運行指示書上、
概ね２時間までとする。

⑤実車運行区間の途中
における休憩の確保

夜間ワンマン運行の実車運行区間においては、運行計画上、実車
運行区間における運転時間４時間毎に合計４０分以上（一運行の
実車距離が４００ｋｍ以下の場合にあっては、合計３０分以上）（分
割する場合は、１回が連続１０分以上）の休憩を確保していなけれ
ばならないものとする。

夜間ワンマン運行の実車運行区間においては、運行指示書上、実車運行区間にお
ける運転時間概ね２時間毎に連続２０分以上（一運行の実車距離が４００ｋｍ以下
の場合にあっては、実車運行区間における運転時間概ね２時間毎に連続１５分以
上）の休憩を確保していなければならないものとする。

⑥一運行の実車距離
５００ｋｍを超える夜間
ワンマン運行路線の特
認

①の規定に関わらず、運行管理体制等に係る路線毎の審査により
一運行の実車距離５００ｋｍを超える夜間ワンマン運行（貸切委託
運行を除く。）する路線を設定できるものとする。この場合には、高
速乗合バス乗務に係る教育体制、運転者の健康管理体制、当該路
線を維持するために必要な運転者数（経験年数を含む。）、当該路
線を運行するために必要となる仮眠施設を有する車両の保有台数
等を審査するものとする。当該特認を受けた夜間ワンマン運行を行
う場合、上記②から⑤までの条件を満たしていることに加え、当該
運行に乗務する回数は、１人の運転者につき、１週間当たり２回以
内とする。

（
２
）昼
間
ワ
ン
マ
ン
運
行
に
係
る
規
定

①一運行の実車距離
昼間ワンマン運行の一運行の実車距離は、５００ｋｍ（次のイ又はロ
に該当する場合にあっては、６００ｋｍ）を超えないものとする。

イ 当該運行の運行直前に１１時間以上の休息期間を確保して
いる場合

ロ 当該運行の実車運行区間の途中に合計１時間以上（分割す
る場合は、１回連続２０分以上）の休憩を確保している場合

昼間ワンマン運行の一運行の実車距離は、５００ｋｍ（当該運行の実車運行区間の
途中に合計１時間以上（分割する場合は、１回連続２０分以上）の休憩を確保して
いる場合にあっては、６００ｋｍ）を超えないものとする。

②一運行の運転時間
昼間ワンマン運行の一運行の運転時間は、９時間を超えないもの
とする。ただし、貸切委託運行を除き、１週間当たり３回まで、これを
超えることができるものとする。

昼間ワンマン運行の一運行の運転時間は、運行指示書上、９時間を超えないもの
とする。ただし、１週間当たり２回まで、これを運行指示書上、１０時間までとするこ
とができるものとする。

③高速道路の実車運行
区間における連続運転
時間

昼間ワンマン運行の高速道路の実車運行区間においては、連続運
転時間は、運行計画上、概ね２時間までとする。

昼間ワンマン運行の高速道路の実車運行区間においては、連続運転時間は、運
行指示書上、概ね２時間までとする。

（３
）
１
日
乗
務
に
係
る
規
定

①１日の合計実車距離
１日の合計実車距離は６００ｋｍを超えないものとする。ただし、貸
切委託運行を除き、１週間当たり３回まで、これを超えることができ
るものとする。

１日の合計実車距離は６００ｋｍを超えないものとする。ただし、１週間当たり２回ま
で、これを超えることができるものとする。

②１日の運転時間
１日の運転時間は、９時間を超えないものとする。ただし、貸切委託
運行を除き、１週間当たり３回まで、これを超えることができるものと
する。

１日の運転時間は、運行指示書上、９時間を超えないものとする。ただし、夜間ワン
マン運行を行う場合を除き、１週間当たり２回まで、これを運行指示書上、１０時間
までとすることができるものとする。

（４）乗務中の体調報告
次のイ又はロの運行を行う場合にあっては、それぞれイ又はロに掲
げる実車距離において、運転者は所属する営業所の運行管理者又
は補助者（この表において「運行管理者等」という。）に電話等で連
絡し、体調報告を行うとともに、当該運行管理者等はその結果を記
録し、かつ、その記録を１年間保存しなければならない。

イ 一運行の実車距離が４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行を
行う場合 当該運行の実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの
間

ロ １日の乗務の合計実車距離が５００ｋｍを超えるワンマン運
行を行う場合 当該１日の乗務の合計実車距離１００ｋｍから
５００ｋｍまでの間

次のイ又はロの運行を行う場合にあっては、それぞれイ又はロに掲げる実車距離
において、運転者は所属する営業所の運行管理者等に電話等で連絡し、体調報告
を行うとともに、当該運行管理者等はその結果を記録し、かつ、その記録を１年間
保存しなければならない。

イ 一運行の実車距離が４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行を行う場合 当該
運行の実車距離１００ｋｍから４００ｋｍまでの間

ロ １日の乗務の合計実車距離が５００ｋｍを超えるワンマン運行を行う場合 当
該１日の乗務の合計実車距離１００ｋｍから５００ｋｍまでの間

（５）デジタル式運行記録計による
運行管理

一運行の実車距離４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行又は１日の
乗務の合計実車距離５００ｋｍを超えるワンマン運行を行う場合に
は、当該運行の用に供される車両に道路運送車両の保安基準（昭
和２６年運輸省令第６７号）第４８条の２第２項の規定に適合するデ
ジタル式運行記録計又はこれと同等の性能を有すると認められる
機器（この表において「デジタル式運行記録計等」という。）を装着
し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行管理を行わなけれ
ばならない。

一運行の実車距離４００ｋｍを超える夜間ワンマン運行又は１日の乗務の合計実車
距離６００ｋｍを超えるワンマン運行を行う場合には、当該運行の用に供される車両
にデジタル式運行記録計等を装着し、当該運行を行う事業者がそれを用いた運行
管理を行わなければならない。

｢高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準｣（５）を除き平成２５年８月１日（高速ツアーバス及び会員制高速乗合バスから高速乗合バスへの移行のために、
乗合バス事業に係る許認可の取得を完了させ、平成２５年８月１日より前に高速乗合バスの運行を開始する場合にあっては、その運行を開始する日）から施行する。｢高
速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準｣（５）については平成２６年１月１日から施行する。 ２０１３１１

（参考） 高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準

8

1616



『兵庫リスク低減ＭＳ運動』は、ＰＤＣＡサイクルによる組織的安全衛生管理を運用
し、リスクアセスメントを継続的に行うことにより、リスクを調べ尽くし、残るリスク
の大きさ（残留リスク）を明確にすることによって、残されたリスクを重点的に管理し、
「許容できないリスクがない職場づくり」を目指すことを目的とし、労働災害の根絶に
向け、働く人すべてがそれぞれの立場で自主的に安全で健康的な職場環境の形成に努め、
安全衛生水準の継続的・段階的な向上（スパイラルアップ）につなげるための運動であ
る。
この運動を通じて、平成30年度を初年度とする「兵庫第13次労働災害防止推進５か年
計画」が掲げる災害減少目標の達成に向け、兵庫労働局、労働基準監督署、労働災害防
止団体等の関係団体、労使等の関係者が連携し、積極的に展開するものです。

【スローガン】

『 残留リスクを見逃さず 達成しようゼロ災害 』

★ 経営首脳者による「安全衛生方針表明」を行いましょう。
★ 兵庫リスク低減ＭＳ運動を通して、中期的なスパンをかけて次の取組を実施しましょう。
① リスクアセスメントを繰り返し実施しましょう（３ステップメソッド）
② 「残留リスク管理」を明確にしましょう。（職場のリスクを調べ尽くしましょう）
③ 繰り返し「総点検」を実施しましょう。
④ 安全衛生管理に「ＰＤＣＡサイクル管理」を導入し、組織的・継続的な運営をしましょう。
⑤ 年間安全衛生管理計画を策定しましょう。（経営トップの方針表明を含む）
⑥ 運動対象に「非工業的業種」を加え、全業種を対象とする。
⑦ 「化学物質のリスクアセスメント」、「健康管理の取組」を行いましょう。

兵庫労働局・労働基準監督署・兵庫労働災害防止団体等連絡協議会

「許容できないリスクがない職場づくり」
を目指しましょう！

ＭＳ運動の取組よろしくお願いいたします！
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【主唱者の実施事項】
① 「安全衛生表彰式」を開催する。
② 「ゼロ災・リスクアセスメント推進大会」において「兵庫リスク低減ＭＳ運動（以下「ＭＳ運動」と

いう。）」を周知する。
③ 全国安全週間（準備期間を含む。）に実施する労働局長、主唱者幹部等によるパトロールにおいて、

「ＭＳ運動」を周知する。
④ 労働災害防止団体等と連携し、「ＭＳ運動」を周知する。
⑤ リスクアセスメント（非定常作業を含む）について、作業内容等に即したマニュアルを活用して具体

的な実施方法を示すことにより、その実施率を向上させる。
また、リスク低減措置後の残留リスク対策の重要性を周知する。

⑥ 「年間安全衛生管理計画」の作成及び「ＰＤＣＡサイクル管理」導入に向けた指導を行う。
⑦ 第三次産業（小売業・飲食店）に対して、集団指導、説明会等により「ＭＳ運動」の周知を行う。
⑧ 第三次産業（社会福祉施設）に対して兵庫県、市町等の各自治体と連携して実施する集団指導、説明

会等により「ＭＳ運動」を周知する。
⑨ 熱中症予防対策に係るパトロール・研修会等において「ＳＴＯＰ！熱中症クールワークキャンペー

ン」とともに「ＭＳ運動」を周知する。
⑩ 労働安全衛生マネジメントシステム（以下「ＯＳＨＭＳ」という。）の導入に向けた指導を行う。
⑪ 「ＭＳ運動」の周知用リーフレット、ポスター、垂れ幕、取組宣言書（様式）を作成し、兵庫労働局

のホームページを通じて、情報提供を行う。

【協賛者の実施事項】
① 協賛者は、「ゼロ災・リスクアセスメント推進大会」を開催し、局署と連携することにより、「ＭＳ

運動」の周知を広く展開する。
② 会員等にリスクアセスメント（非定常作業を含む）の実施を勧奨する。（残留リスク管理を含む。）
③ 会員等にポスター、垂れ幕等の掲示を勧奨する。
④ 会員等に「年間安全衛生管理計画」の作成、実行及び「ＰＤＣＡサイクル管理」導入の支援を行う。
⑤ 会員等にＯＳＨＭＳ、リスクアセスメント研修等を実施する。
⑥ 協賛者が実施するＯＳＨＭＳ、リスクアセスメント研修等の受講を勧奨する。
⑦ 会員等に危険箇所の見える化、リスク低減措置の実施を勧奨する。
⑧ 会員等に安全衛生パトロールの実施を支援する。
⑨ 会員等の運動取組宣言とＯＳＨＭＳ導入状況の把握を行う。
⑩ ストレスチェック制度をはじめとするメンタルヘルス対策、過重労働による健康障害防止対策等（長
時間労働の抑制等）の健康管理活動の支援を行う。

【事業者の具体的な取組事項】
① 経営首脳者の安全衛生方針表明を行う。
② 「ＭＳ運動取組宣言」を行い、宣言書を掲示する。
③ 協賛者が開催する「ゼロ災・リスクアセスメント推進大会」に参加することにより、「ＭＳ運動」を

展開する。
④ 協賛者が開催するＯＳＨＭＳ導入及びリスクアセスメント研修等を受講する。
⑤ 職場の総点検を実施する。
⑥ リスクアセスメント（非定常作業を含む）を行い、「残留リスク管理」を実施する。
⑦ 化学物質のリスクアセスメントを実施する。
⑧ 「年間安全衛生管理計画」を作成、実行することにより「ＰＤＣＡサイクル管理」を導入する。
⑨ 「年間安全衛生管理計画」に、リスクアセスメントの実施及び結果に基づく措置を盛り込み、リスク

に応じたリスク低減方策を確実に実施する。
⑩ 交通労働災害を分析し、地域の交差点の危険マップ・事故発生マップを作成し、安全掲示板等で周知

する。
⑪ ストレスチェック制度をはじめとするメンタルヘルス対策、過重労働による健康障害防止対策等の健

康管理活動（長時間外労働の抑制等）を実施する。
⑫ 安全衛生パトロールを実施する。
⑬ ポスター、垂れ幕等を掲示する。
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職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため
～取組の５つのポイント～を確認しましょう︕

■ 職場における新型コロナウイルス感染症対策を実施するために、まず次に示
す～取組の５つのポイント～が実施できているか確認しましょう。

■ ～取組の５つのポイント～は感染防止対策の基本的事項ですので、未実
施の事項がある場合には、「職場における感染防止対策の実践例」を
参考に職場での対応を検討の上、実施してください。

■ 厚生労働省では、職場の実態に即した、実行可能な感染症拡大防止対策を検
討していただくため「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大
を防止するためのチェックリスト」を厚生労働省のホームページに掲載
していますので、具体的な対策を検討する際にご活用ください。

■ 職場における感染防止対策についてご不明な点等がありましたら、都道府県
労働局に設置された「職場における新型コロナウイルス感染拡大防止
対策相談コーナー」にご相談ください。

R3.２都道府県労働局・労働基準監督署

事業者の皆さま、労働者の皆さまへ

～取組の５つのポイント～
実施できて
いれば☑ 取組の５つのポイント

□ テレワーク・時差出勤等を推進しています。

□ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルールを定め、実行
できる雰囲気を作っています。

□ 職員間の距離確保、定期的な換気、仕切り、マスク徹底など、
密にならない工夫を行っています。

□ 休憩所、更衣室などの“場の切り替わり”や、飲食の場など
「感染リスクが高まる『５つの場面』」での対策・呼びかけ
を行っています。

□ 手洗いや手指消毒、咳エチケット、複数人が触る箇所の消毒
など、感染防止のための基本的な対策を行っています。

1919



テレワークの積極的な活用について
 厚生労働省では、テレワーク相談センターにおける相談支援、労働時
間管理の留意点等をまとめたガイドラインの周知等を行っています。

 さらに、テレワークの導入にあたって必要なポイント等をわかりやす
くまとめたリーフレットも作成し、周知を行っています。

 こうした施策も活用いただきながら、職場や通勤での感染防止のため、
テレワークを積極的に進めてください。

リーフレットは
厚生労働省

ホームページから
ダウンロード可能です。

職場における感染防止対策の実践例
○ 体調がすぐれない人が気兼ねなく休めるルール

 感染者が発生した場合の対応
手順を定め、社内イントラ
ネットや社内報で共有した。
[手順]
①感染リスクのある社員の
自宅待機
②濃厚接触者の把握
③消毒
④関係先への通知など

手順全文は
（独）労働者健康安全機構
長野産業保健総合支援

センターホームページから
ダウンロード可能です。

新型コロナウイルス感染者が発生した場合の対応手順の作成（製造業）

サーマルシステムの導入（社会福祉法人）

 サーマルシステムを施設受
付入口に設置し、検温結果
が37.5℃以上の者の入場を
禁止している。

 本システムでは、マスクの
着用の検知を行い、マスク
の未着用者には表示と音声
で注意喚起を行う仕組みと
なっている。

○ 密とならない工夫
ＩＴを活用した対策（建設業）

 スマートフォン用
無線機を導入し、
社員同士や作業従
事者との会話に活
用。３密を避けた
コミュニケーショ
ンをとるようにし
た。

ＩＴを活用した説明会の開催（その他の事業）

 WEB方式と対面
方式併用のハイブ
リッドの説明会を
開催した。

 対面での参加者に
対しても、席の間
隔を空ける、机に
アクリル板を設置
するなどの対策を
行った。
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社員食堂での対策（製造業）

 社員食堂の座席
レイアウトを変
更し、テーブル
の片側のみ使用
可とした。

 また、混雑緩和
のために、昼休
みを時差でとる
ようにした。

○ 感染リスクが高まる「５つの場面」を避ける取り組み
※ 職場では、特に「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室など）に注意が必要

休憩所での対策（小売業）

 休憩室の机の中
央を注意喚起付
きのパーテー
ションで区切り、
座席も密となら
ないよう二人掛
けにし、対面と
ならないよう斜
めに配置した。

職場における感染防止対策の実践例

入館時の手指等の消毒（宿泊業）

 宿泊者と従業員
の感染防止のた
め、ホテル入口
の消毒液設置場
所に、靴底の消
毒のためのマッ
トを設置した。

○ 感染防止のための基本的対策
複数人が触る箇所の消毒（製造業）

 複数人が触る可
能性がある機械
のスイッチ類を
定期的に消毒す
ることを徹底し
た。

○ その他の取り組み

 建設現場に入場する外国
人向け安全衛生の資料に、
新型コロナウイルス感染
症の注意点を外国語に翻
訳したものを掲載し、周
知徹底を図った。

外国人労働者への感染防止対策の周知（建設業）
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職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

職場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策相談コーナー連絡先

 このチェックリストは、感染症対策の実施状況について確認し、職場の実態に即した対策を
労使で検討していただくことを目的としたものです。

 職場での対策が不十分な場合やどのような対策をすればよいかわからない場合には、感染症
対策の実践例を参考に検討してください。

 項目の中には、業種、業態、職種などにより対応できないものがあるかもしれません。すべ
ての項目が「はい」にならないからといって、対策が不十分ということではありませんが、
可能な項目から工夫しましょう。

 職場の実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確実に継続して、実施
いただくことが大切です。

チェックリストは
厚生労働省

ホームページから
ダウンロード可能です。

北海道 011-709-2311 石川 076-265-4424 岡山 086-225-2013

青森 017-734-4113 福井 0776-22-2657 広島 082-221-9243

岩手 019-604-3007 山梨  055-225-2855 山口 083-995-0373

宮城 022-299-8839 長野 026-223-0554 徳島 088-652-9164

秋田 018-862-6683 岐阜 058-245-8103 香川 087-811-8920

山形 023-624-8223 静岡 054-254-6314 愛媛 089-935-5204

福島 024-536-4603 愛知 052-972-0256 高知 088-885-6023

茨城 029-224-6215 三重 059-226-2107 福岡  092-411-4798

栃木 028-634-9117 滋賀 077-522-6650 佐賀 0952-32-7176

群馬 027-896-4736 京都 075-241-3216 長崎 095-801-0032

埼玉  048-600-6206 大阪 06-6949-6500 熊本 096-355-3186

千葉 043-221-4312 兵庫 078-367-9153 大分  097-536-3213

東京 03-3512-1616 奈良 0742-32-0205 宮崎 0985-38-8835

神奈川 045-211-7353 和歌山 073-488-1151 鹿児島 099-223-8279

新潟 025-288-3505 鳥取  0857-29-1704 沖縄 098-868-4402

富山 076-432-2731 島根 0852-31-1157

平日（月～金曜日） 午前 8:30～午後 5:15受付時間

※雇用調整助成金の特例措置に関するお問い合わせはこちら
＜学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター＞ ０１２０－６０－３９９９
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現在、若い世代を中心に感染者が急増している一方、
若い世代の３回目ワクチン接種は３～５割台にとどまっています。

今、コロナワクチンについてお伝えしたいこと

「若い世代の3回目接種推進に向けて」

企業・団体等の皆様へのお願い

若い世代のワクチン接種促進に向けて、７，８月を「ワクチン推進強化月間」とし、
政府の広報活動を強化中です。各企業・団体等の皆様からも従業員等に対して積極
的に働きかけていただけますと幸いです。参考までに、働きかけに必要なリーフ
レットや参考動画のURLをご連絡させていただきますので、ご協力何卒よろしくお
願い致します。
なお、働きかけるに当たっては、ワクチン接種はご本人の意思に基づき接種いただ
くものであるため、接種を強制したり、接種を受けていない人に差別的な扱いをし
たりすることのないようにお願い致します。

2022年
7月

【政府広報動画等】

• 西川きよし氏、蛍原徹氏、JO1の皆様との総理対談
• 青山学院大学 原晋監督のテレビCM https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24215.html

• ボンボンTVでの大阪大学忽那教授との対談
https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24617.html

• 総理からのメッセージ動画 https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24760.html

• 3回目接種のお知らせのリーフレット https://www.mhlw.go.jp/content/000966240.pdf など

３回目のワクチン接種は、皆様ご自身を守るだけでなく、家族、友人、
高齢者など、大切な方を守ることにもつながります。ご理解とご協力を
よろしくお願いします。

現在、若年層を中心に全国的に

新規感染者の増加がみられます。

（新規感染者の半数以上が10-30代）

ほぼ全世代において８割以上の方に2回目
の接種を完了いただいておりますが、
特に、 10～30代の若年層における３回目
接種率が低いことが課題です。
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若い方であっても、重症化したり、倦怠
感などの症状が長引いたりする可能性が
あります。

内閣官房
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https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24617.html
https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24215.html
https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24617.html
https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg24760.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000966240.pdf


  別紙 

 Q 労働者を就業させる上で、労働者が新型コロナウイルス感染症に感染して

いるかどうか確認することはできますか。 

 

現在、PCR 検査は、医師が診療のために必要と判断した場合、又は、公衆衛生

上の観点から自治体が必要と判断した場合に実施しています。そのため、医師や

自治体に PCR 検査が必要と判断されていない労働者について、事業者等からの

依頼により、各種証明がされることはありません。 

また、新型コロナウイルス感染症患者については、医療保健関係者による健康

状態の確認を経て、入院・宿泊療養・自宅療養を終えるものであるため、療養終

了後に勤務等を再開するに当たって、職場等に、陰性証明を提出する必要はあり

ません。 

PCR 検査を実施した医療機関や保健所において、各種証明がされるかどうかは、

医療機関や保健所によって取扱いが異なりますが、国内での感染者数が増える

中で、医療機関や保健所への各種証明の請求についてはお控えいただくよう、お

願いします。 

なお、PCR 検査では、検体採取の際の手技が適切でない場合や、検体を採取す

る時期により、対象者のウイルス量が検出限界以下となり、最初の検査で陰性に

なった者が、その後陽性になる可能性もあり得ます。 

 

※ 厚生労働省 HP 新型コロナウイルスに関する Q&A 10 その他 問７ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_f

ever_qa_00007.html#Q10-7 

 

 

Q インフルエンザにり患した従業員が復帰する際に、職場には治癒証明書や陰

性証明書を提出させる必要がありますか？ 

 

診断や治癒の判断は、診察に当たった医師が身体症状や検査結果等を総合し

て医学的知見に基づいて行うものです。インフルエンザの陰性を証明すること

が一般的に困難であることや、患者の治療にあたる医療機関に過剰な負担をか

ける可能性があることから、職場が従業員に対して、治癒証明書や陰性証明書の

提出を求めることは望ましくなく、提出は不要です。 

 

※ 厚生労働省 HP 令和４年度インフルエンザ Q&A 問 18 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/k

ekkaku-kansenshou/infulenza/QA2022.html 
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